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1) 服部泰彦（2002），90～91ページ。 
第 42巻 第 5号      『立命館経営学』    2004年 1月 



























                                                          
2) 「預金者による市場の規律」についての日本での研究は，筆者の管見するところ次のようなものがある。
落合誠一（1995），柏木 敏（1996，2002），川口恭弘（1998），堀内昭義（1998） 
3) 「預金者による市場の規律」の有効性を認める見解には，次のような文献がある。Macey & Miller (1998). 
Mathewson (1986). Doty, Mahaffey & Goldstein (1991). Mantripragada (1992). Macey & Garrett 
(1988). 
























                                                          












































                                                          

























































                                                          

















































                                                          
14) この見解には次のようなものがある。Garten (1986, 1988). 
15) Garten (1986), pp.131-172. 


















































第 1表 銀行持株会社格下げによる各種負債の変化率 
負債の種類 平均変化率（％） 正値の比率（％） サンプル数 
総資産 （-1.62＊＊＊ 34.5b 109 
 （-2.71）   
総負債 -1.59＊＊ 37.1b 109 
 （-2.57）   
付保預金 1.42＊ 61.2b 109 
 （1.93）   
付保外預金 -6.56＊＊＊ 25.8c 109 
     （4.95）   
CP -27.94＊＊＊ 14.7c 178 
 （-6.16）   
（注）1) ＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ 10％，5％，1％水準で有意。 
   2) b, cそれぞれ 5％，1％水準で 50％から有意に異なる。 
（資料）Billett, Gartinkel & O’Neal (1998), P.350. 
（出所）柏木 敏（2002年），54ページ。 
 
                                                          
16) 「預金者による市場の規律」の有効性を認める見解は，この点を批判して，銀行の便利さや従業員の親
切さのような多くのリスク以外の他の要素と同様に，銀行のリスクについても預金者の投資の決定を特徴
づけると主張している（Macey & Garrett (1988), p.224） 
17) Billet, Garfinkel & O'Neal (1998), pp.349～351. 







いては，第 2 表のように 2002 年 4 月から定期性預金についてのみ解禁され，決済性預金（当
座預金，普通預金，別段預金）に関しては，これまでどおりの普通預金については 2005年 4月か
らの解禁となり，金利のつかない「決済用預金」は恒久的に全額保護を続けることになった 18)。 












第 2表 ペイオフ延期後のスケジュール 
 2002年 3月末まで 2002年 4月～ 2005年 3月 2005年 4月～ 
別段預金●    
当座預金●    
   
普通預金● 
  一部保護 




                                                          





第 3表 業態別預金の動き 
（兆円，％） 








預金合計● 482 100.0 490 100.0 507 100.0 503 100.0 
決済性預金 158 32.8 175 35.7 225 44.4 227 45.2  国内銀行 
定期性預金 304 63.0 296 60.4 264 52.1 259 51.4 
預金合計● 210 100.0 216 100.0 231 100.0 232 100.0 
決済性預金 81 38.7 92 42.6 121 52.2 124 53.4 都市銀行 
定期性預金 116 55.0 111 51.5 98 42.4 95 40.8 
預金合計● 179 100.0 180 100.0 181 100.0 179 100.0 
決済性預金 58 32.4 62 34.6 76 41.7 76 42.6 地方銀行 
定期性預金 117 65.6 115 64.1 103 56.9 101 56.3 
預金合計● 57 100.0 57 100.0 56 100.0 55 100.0 
決済性預金 14 24.5 15 26.7 19 34.5 19 34.8 第二地銀 
定期性預金 42 74.5 42 72.6 36 64.8 36 64.6 
預金合計● 104 100.0 106 100.0 103 100.0 103 100.0 
決済性預金 21 20.3 23 21.9 28 27.1 29 28.0 信用金庫 
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第 4表 預金者別にみた預金額の推移 
（単位 億円，％）  
 総預金 一般法人   
   要求払預金 定期性預金 
00. 3 4,700,140 (  1.6) 1,424,554 (△0.9) 1,716,844 (  11.4) 667,013 (△11.4) 
6 4,898,831 (  2.2) 1,473,425 (△0.4) 1,703,709 (   9.6) 728,527 ( △9.2) 
9 4,737,789 (△0.3) 1,502,829 (△0.7) 1,743,001 (   7.6) 724,124 ( △8.1) 
12 4,758,422 (△0.9) 1,448,767 (△5.6) 1,685,950 ( △5.1) 728,266 ( △5.7) 
01. 3 4,729,736 (  0.6) 1,434,075 (  0.7) 1,765,581 (   6.8) 634,489 ( △4.9) 
9 4,778,505 (  0.9) 1,444,043 (△3.9) 1,792,266 (   6.6) 612,461 (△15.4) 
02. 3 5,000,723 (△5.7) 1,519,237 (△5.9) 1,010,310 (△32.0) 467,785 (△26.3) 
 個 人   公金等 
  要求払預金 定期性預金  
00. 3 2,862,360 (△3.0) 1,844,194 (△9.9) 1,996,128 (△0.1) 246,019 (△13.3) 
6 2,919,288 (△2.9) 1,897,108 (△8.2) 1,996,649 (△0.0) 280,312 (1△0.8) 
9 2,897,246 (△3.0) 1,868,837 (△9.6) 2,000,747 (△0.1) 236,978 (1△0.7) 
12 2,984,306 (△3.6) 1,934,726 (110.2) 2,021,500 (△0.5) 226,867 (△14.5) 
01. 3 2,971,186 (△3.8) 1,928,287 (110.0) 2,016,071 (△1.0) 212,606 (△13.6) 
9 3,033,882 (△4.7) 1,991,890 (114.2) 2,012,545 (△0.6) 198,752 (△16.1) 
02. 3 3,126,294 (△5.2) 1,221,054 (131.5) 1,875,518 (△7.0) 239,725 (△12.8) 
（注）1. 国内銀行ベース。都銀，地銀，第二地銀，信託，長信銀，ネット専業銀行等を含む。2. 2001年 3月末から，公
表頻度を四半期から半期に変更。3. 総預金には金融機関預金を含む。4. 公金等には政府関係預り金を含む。5. カッ
コ内は前年同月比の増減率を示す。 
（資料）日本銀行『金融経済統計月報（預金者別預金）』 





月 28日に，そして中部銀行が 2002年 3月 8日に経営破綻した。この 2行における預金の動向
を見てみよう。 
政府は両行の預金とも，経営破綻時に預かっていた預金だけではなく，2002 年の 4 月以降
に新たに受け入れた預金についても，例外的に定期性預金も含めて全額保護することで，預金
流出を防ぐ必要があると判断した 19)。 
 石川銀行は，金融庁の検査によって 2000年 9月の末時点の自己資本比率がマイナス 8.67％
という大幅な債務超過状態に陥っていた（ところが，金融庁は，守秘義務を理由に経営破綻の記者会
見まで公表しなかったのであるが）。その結果，2001年 12月 28日に，224億円の債務超過額を 
                                                          
19) この点については，『日本経済新聞』2002年 4月 4日付けを参照。 
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第 5表 全国銀行の定期預金（金額階層別）の推移 
（単位：億円） 
 総預金額 定期預金 1000万円未満定期 1000万円以上定期 CD 
2001. 5 4,828,318 2,761,974 1,419,894 1,342,080 433,838 
6 4,782,606 2,769,202 1,430,338 1,338,864 470,111 
7 4,744,049 2,763,443 1,439,637 1,323,806 466,256 
8 4,738,944 2,749,472 1,443,419 1,306,053 499,112 
9 4,778,505 2,731,326 1,444,255 1,287,071 505,075 
10 4,723,678 2,721,266 1,446,611 1,274,655 467,426 
11 4,796,496 2,698,794 1,447,388 1,251,406 477,947 
12 4,827,878 2,699,889 1,456,638 1,243,251 441,158 
2002. 1 4,810,387 2,675,619 1,457,012 1,218,607 377,028 
2 4,865,002 2,622,629 1,452,743 1,169,886 352,887 
3 5,000,724 2,399,524 1,431,203 1,968,321 332,181 
4 5,153,374 2,361,014 1,428,574 1,932,440 309,761 
（資料）日本銀行『金融経済統計月報（預金者別預金）』 
（出所）柏木 敏（2002），59ページ。  
 
抱えて経営破綻した。石川銀行はこのような経過で破綻したが，破綻時に 4,853億円あった預






までの約 2 ケ月間で預金量は 2200 億円に半減した。つまり，ペイオフ一部解禁以降も同行の
すべての預金は全額保護されていたにもかかわらず，預金の流出は続き，破綻時に 4400 億円
あった預金量は大きく減少することになったのである 21)。 
 このように，両行については，2002 年 3 月末以前においてももちろんのこと，それ以降に
おいても例外的に預金の全額保護が政府によって行われていたにもかかわらず，預金者はペイ
オフ一部解禁という状況のなかで不安心理から，預金の引き出しに走ることになった。これは
                                                          
20) 以上，石川銀行については，『日本経済新聞』2001年 12月 29日付け，2002年 5月 12日付け，2002
年 6月 4日付けを参照。 
21) 以上，中部銀行については，『日本経済新聞』2002年 1月 5日付け，2002年 3月 9日付け，2002年 5
月 12日付け，および『日経金融新聞』2002年 3月 13日付け，2002年 5月 14日付け，2002年 6月 5
日付けを参照。 
































































                                                          
22) 以上の木津信用組合や北海道拓殖銀行における預金流出と経営破綻との関係については，服部泰彦
（2003a, 2003b）を参照されたい。 
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月から 1000万円以上については預金保険によってカバーされない「付保外預金」となる 1000
万円以上の大口の定期預金の残高は，2001 年 5 月以降早くから一貫して減少している。それ
に対して，2002年 4月以降も預金保険によってカバーされる 1000万円以下の小口の「付保預
金」としての定期預金の残高は，2002 年 1 月までは増大を続けてきた。この点では，明確に
1000 万円以上の「付保外預金」とは区別される。しかし，ペイオフ一部解禁が間近に迫った


















































場で経営不安説が流れた 1997年 2月以降，前年同月比 10％前後で減少を続けた。この資金繰








                                                          
24) 以上の拓銀については，服部泰彦（2003a）を参照されたい。 
25) 預金の取付けの全国的波及については，日本経済新聞社編（2000）第 5 章，朝日新聞経済部（1999）
（次頁に続く） 
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ように，預金の全額保護という法的措置は，預金者の不安心理を抑える上において，大きな効
果を発揮しなかったといえる。 





















なことは，P & A（Purchase and Assumption）の利用を通して，付保外預金者たちにも与えられ
てきた，ということである 27)。 
 しかし，実際には，1994年 12月に経営破綻した東京の二信組（東京協和信用組合と安全信用組
合）や 1995 年 8 月に経営破綻した木津信用組合においても，破綻前に預金者はリスクを回避
するために大量に預金の払戻しを行っている。この預金流出の結果，これらの銀行は資金繰り
が悪化し，経営破綻の一因となった。アメリカにおいても，第 1表で見られるように，付保外
                                                                                                                                                        
第 7 章，「金融“取り付け”列島ニッポン迷走地銀を襲う果てなき惨劇」『金融ビジネス』（1998 年 2 月
号）を参照されたい。 
26) 落合誠一（1995），10ページ。 
























柏木 敏（1996）「銀行リスクと預金者の市場規律」『証券経済研究』第 2号 
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28) 「預金者による市場の規律」の有効性を認めるアメリカの議論は，「完全な預金市場」を想定している
がゆえに，付保外預金者に規律づけのインセンティブを持たせるための具体的提案をいろいろ行う必要が
ある。Mantripragada (1992) の論文でそれを提唱している。 
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